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1. 16年 9月期の業績（平成15年10月 1日～平成16年 9月30日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月期       43,122    12.1       4,948     7.7       4,657     9.2

15年 9月期       38,471    △0.8       4,593     7.3       4,265     0.1

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
16年 9月期        2,130    △4.2        114.77        113.68     8.7     8.4    10.8

15年 9月期        2,225     1.2        174.51        173.77    10.3     8.0    11.1

(注 )1.期中平均株式数 16年 9月期     18,567,824株 15年 9月期     12,750,633株
2.会計処理方法の変更 有
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
16年 9月期          15.00          0.00         15.00         278    13.1     1.1

15年 9月期          15.00          0.00         15.00         213     8.6     0.9

(注 )16年 9月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭－ － － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 9月期       55,407      25,480     46.0       1,370.04

15年 9月期       55,494      23,486     42.3       1,646.83

(注 )1.期末発行済株式数 16年 9月期     18,598,612株 15年 9月期     14,261,610株
2.期末自己株式数 16年 9月期         14,341株          1,700株15年 9月期

2. 17年 9月期の業績予想 （平成16年10月 1日～平成17年 9月30日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       14,100         870         420          0.00－ －

通 期       45,000       5,150       2,560－          15.00         15.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )         137円 64銭

上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 判 断 し た 見 通 し と な っ て お り ま
す 。 実 際 の 予 想 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 大 き く 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。



 － 2 －

 

（生産、受注及び販売の状況）に記載しておりました、提出会社の営業収入の内訳及び不動産販

売事業における販売の状況は『決算短信（連結）』（26頁から27頁）に記載個所を変更しておりま

す。 

  変更分の詳細は以下のとおりであります。 

 

 

(1)営業収入の内訳 

(2)契約の状況 

(3)販売の状況 

①物件別販売状況 

②ブランド別販売状況 

③地域別販売状況 

 



貸借対照表、損益計算書及び利益処分案

１．貸借対照表 （単位：百万円）
期　　別

科　　目 構成比 構成比 増減率

％ ％ ％

Ⅰ　流　動　資　産

1. 現 金 及 び 預 金 17,430  21,990 4,560

2. 販 売 用 不 動 産 6,674  3,519 △ 3,154

3. 不 動 産 事 業 支 出 金※1,2 11,847  14,494 2,646

4. 前 払 費 用 67  67 △ 0

5. 短 期 貸 付 金 5,005  1,480 △ 3,525

6. 繰 延 税 金 資 産 135  147 12

7. 未 収 入 金 58  24 △ 34

8. そ の 他 288  254 △ 34

貸 倒 引 当 金 △ 3  △ 0 3

41,505 74.8  41,977 75.8 471 1.1

  

Ⅱ　固　定　資　産   

(1)有形固定資産   

1. 建 物※1 5,611 5,582  △ 29

減 価 償 却 累 計 額 2,057 3,553 2,214 3,367 157 △ 186

2. 船 舶 45 45 －

減 価 償 却 累 計 額 42 3 43 2 0 △ 0

3. 車 両 運 搬 具 41 41 △ 0

減 価 償 却 累 計 額 22 18 27 13 4 △ 5

4. 工 具 器 具 備 品 93 99 5

減 価 償 却 累 計 額 70 22 76 23 5 0

5. 土 地※1 6,153 5,623 △ 529

　　 9,752 17.6  9,029 16.3 △ 722 △ 7.4

(2)無形固定資産   

電 話 加 入 権 4  4 －

4 0.0  4 0.0 － －

(3)投資その他の資産   

1. 投 資 有 価 証 券 198  263 65

2. 関 係 会 社 株 式 2,529  2,529 －

3. 出 資 金 25  25 －

4. 長 期 貸 付 金 29  55 25

5. 長 期 前 払 費 用 5  4 △ 0

6. 繰 延 税 金 資 産 1,022  1,085 63

7. 長 期 前 払 消 費 税 等 0  0 △ 0

8. 保 証 金 109  92 △ 17

9. 敷 金 99  99 △ 0

10.会 員 権 133  85 △ 47

11.保 険 積 立 金 155  169 14

貸 倒 引 当 金 △ 78  △ 16 61

4,231 7.6  4,395 7.9 164 3.9

13,988 25.2  13,430 24.2 △ 557 △ 4.0

55,494 100.0  55,407 100.0 △ 86 △ 0.2

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

（ 資 産 の 部 ）

当事業年度
増　　　減

（平成15年９月30日現在） （平成16年９月30日現在）

金　　　　額 金　　　　額 金　　　　額

前事業年度

－ ３ －



（単位：百万円）
期　　別

科　　目 構成比 構成比 増減率

％ ％ ％

Ⅰ　流　動　負　債

1. 支 払 手 形※2 12,520 9,492 △ 3,028

2. 短 期 借 入 金※1 1,835 1,000 △ 835

3. 一年以内返済予定長期借入金※1 4,152 8,921 4,768

4. 未 払 金 469 200 △ 269

5. 未 払 費 用 112 112 0

6. 未 払 法 人 税 等 943 1,041 98

7. 前 受 金 581 136 △ 444

8. 預 り 金 1,248 1,110 △ 138

9. 賞 与 引 当 金 138 141 2

10. 未 払 消 費 税 等 － 41 41

11. そ の 他 7 30 22

22,009 39.7 22,228 40.1 218 1.0

 

Ⅱ　固　定　負　債  

1. 長 期 借 入 金※1 8,979 6,578 △ 2,401

2. 長 期 未 払 金 29 19 △ 9

3. 退 職 給 付 引 当 金 401 430 29

4. 役員退職慰労引当金 257 272 15

5. 投 資 損 失 引 当 金 261 332 70

6. そ の 他 68 65 △ 3

9,998 18.0 7,698 13.9 △ 2,299 △ 23.0

32,007 57.7 29,927 54.0 △ 2,080 △ 6.5

Ⅰ　 ※3 3,584 6.5 3,610 6.5 26 0.7

Ⅱ    

資 本 準 備 金 1,664 1,690 26

1,664 3.0 1,690 3.1 26 1.6

Ⅲ    

1. 利 益 準 備 金 169 169 －

2. 任 意 積 立 金   

別 途 積 立 金 15,600 17,600 2,000

3. 当 期 未 処 分 利 益 2,450 2,367 △ 82

18,219 32.8 20,136 36.3 1,917 10.5

Ⅳ 20 0.0 57 0.1 37 182.9

Ⅴ ※4 △ 1 △ 0.0 △ 14 △ 0.0 △ 12 662.3

23,486 42.3 25,480 46.0 1,994 8.5

55,494 100.0 55,407 100.0 △ 86 △ 0.2

（ 資 本 の 部 ）

資 本 剰 余 金 合 計

増　　　減
（平成15年９月30日現在） （平成16年９月30日現在）
金　　　　額 金　　　　額 金　　　　額

前事業年度 当事業年度

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 合 計

その他有価証券評価差額金

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

自 己 株 式

－ ４ －



２．損益計算書 （単位：百万円）

期　　別

科　　目 百分比 百分比 増減率

％ ％ ％

Ⅰ 38,471 100.0 43,122 100.0 4,651 12.1

Ⅱ 29,699 77.2 34,329 79.6 4,630 15.6

8,772 22.8 8,792 20.4 20 0.2

Ⅲ 

１. 526 379 △ 146

２. 232 237 4

３. 1,525 1,508 △ 16

４. 213 214 1

５. 138 141 2

６. 106 99 △ 6

７. 11 15 3

８. 277 266 △ 11

９. 44 50 5

10. 146 146 △ 0

11. 83 73 △ 10

12. 148 146 △ 1

13. 69 69 △ 0

14. 32 25 △ 6

15. 4 0 △ 3

16. 198 241 43

17. 37 36 △ 1

18. 380 4,178 10.9 189 3,844 8.9 △ 190 △ 334 △ 8.0

4,593 11.9 4,948 11.5 355 7.7営 業 利 益

－ ５ －

管 理 諸 費

リ ー ス 料

そ の 他

租 税 公 課

賃 借 料

保 険 料

支 払 保 証 料

旅 費 交 通 費

退 職 給 付 費 用

通 信 費

減 価 償 却 費

賞 与

賞 与 引 当 金 繰 入 額

役員退職慰労引当金繰入額

福 利 厚 生 費

売 上 総 利 益

広 告 宣 伝 費

役 員 報 酬

給 料 手 当

販売費及び一般管理費

金　　　　額

売 上 高

売 上 原 価

自　平成14年10月１日 自　平成15年10月１日

当事業年度
増　　減

至　平成15年９月30日 至　平成16年９月30日

前事業年度

金　　　　額 金　　　　額



（単位：百万円）

期　　別

科　　目 百分比 百分比 増減率

％ ％ ％

１. 25 18 △ 7

２. 1 2 1

３. 19 18 △ 0

４. 15 5 △ 9

５. 7 70 0.2 25 71 0.2 18 1 2.1

１. 364 362 △ 1

２. 29 － △ 29

３. 3 397 1.0 0 363 0.9 △ 3 △ 34 △ 8.7

4,265 11.1 4,657 10.8 391 9.2

１. 0 2 1

２. 80 81 0.2 － 2 0.0 △ 80 △ 79 △ 97.3

１. ※１ 2 － △ 2

２. 13 3 △ 9

３. ※２ 4 － △ 4

４. 22 － △ 22

５. － 70 70

６. ※３ － 510 510

７. 0 42 0.1 1 585 1.4 0 542 －

4,304 11.2 4,074 9.4 △ 230 △ 5.4

1,989 2,043 53

89 2,079 5.4 △ 100 1,943 4.5 △ 190 △ 136 △ 6.6

2,225 5.8 2,130 4.9 △ 94 △ 4.2

225 236 11

2,450 2,367 △ 82

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

会 員 権 評 価 損

そ の 他

固 定 資 産 売 却 損

会 員 権 売 却 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

減 損 損 失

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

Ⅵ 特 別 利 益

Ⅶ 特 別 損 失

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

投 資 損 失 引 当 金 戻 入 額

Ⅴ 営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

新 株 発 行 費

受 取 利 息

受 取 配 当 金

そ の 他

違 約 金 収 入

受 取 手 数 料

金　　　　額 金　　　　額 金　　　　額

Ⅳ 営 業 外 収 益

前事業年度 当事業年度
増　　減

至　平成15年９月30日 至　平成16年９月30日
自　平成14年10月１日 自　平成15年10月１日

－ ６ －



３．利益処分案 （単位：百万円）

期　　別

科　　目

Ⅰ 2,450 2,367 △ 82

Ⅱ

1 ． 213 278 65

2 ．

2,000 2,213 2,000 2,278 － 65

Ⅲ 236 88 △ 148

金　　　　額

前事業年度 当事業年度
増　　　減

平成15年12月25日 （平成16年12月22日）

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金

金　　　　額 金　　　　額

当 期 未 処 分 利 益

利 益 処 分 額

次 期 繰 越 利 益

　（注）　日付は株主総会承認日（予定日）であります。

配 当 金

－ 7 －
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 重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 総平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 
総平均法による原価法 

２.たな卸資産の評価基準及び評価方法 

販売用不動産及び不動産事業支出金・・個別法による原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産  ・定率法 
ただし、平成10年４月１日以降取得の建物（建物付属設備を除く）は定額法
によっております。 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 
将来の債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。 

(2) 賞与引当金 
従業員賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま
す。なお、数理計算上の差異はその発生時の翌会計年度において一括費用処理することにしてお
ります。 

(4) 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上してお
ります。 

(5) 投資損失引当金 
子会社等に対する投資により発生すると見込まれる損失に備えるため、子会社等の財政状態及び
事業内容を勘案して損失見込額を計上しております。 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

６．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 
消費税等については税抜方式により処理しております。 
ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、固定資産に係るものは「長期前払消費税等」に
計上し５年間で均等償却を行っております。 

 
 
 会計方針の変更 

１．固定資産の減損に係る会計基準 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企
業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終了する事業年度に係る財
務諸表から適用できることになったことに伴い、当事業年度から同会計基準及び同適用指針を適
用しております。これによる税引前当期純利益に与える影響額は、510百万円であります。 
なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除し
ております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

期別 
項目 

前事業年度 
（平成15年９月30日現在） 

当事業年度 
（平成16年９月30日現在） 

※１ 担保に供している資産及びこれ

に対応する債務 

  

(1)担保に供している資産      

  百万円  百万円  

不 動 産 事 業 支 出 金  11,481  14,433  

建 物  3,367  3,209  

土 地  5,311  5,311  

 計   20,160   22,954  

(2)担保に対応する債務      

  百万円  百万円  

短 期 借 入 金  1,370  600  

一 年 以 内 に 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金  4,152  8,921  

長 期 借 入 金  8,979  6,578  

 計   14,501   16,099  

※２ 関係会社に対する主な資産・負債     

 

不 動 産 事 業 支 出 金 

 百万円 

109 

 百万円 

－ 

 

支 払 手 形  831  133  

※３ 会社が発行する株式の総数  50,000,000株 50,000,000株 

 発 行 済 株 式 総 数  14,263,310株 18,612,953株 

※４ 自己株式  普通株式 1,700株 普通株式 14,341株 

５ 偶発債務      

連帯保証 関係会社が負担する保証債務に

ついて連帯保証を行っておりま

す。 

同   左 

 日神ファイナンス㈱ 日神ファイナンス㈱ 

  9,547百万円 8,490百万円 

※６ 配当制限     

  商法施行規則第124号第３号に規

定する資産に時価を付したことに

より増加した純資産額は20百万円

であります。 

商法施行規則第124号第３号に規

定する資産に時価を付したことに

より増加した純資産額は57百万円

であります。 
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（損益計算書関係）  

 
前事業年度 

自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日 

当事業年度 
自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日 

※１ 固定資産売却損の内訳は

次のとおりであります。 

  

車 輌 運 搬 具 2百万円  

※２ 会員権評価損の内訳は次

のとおりであります。 

 

 

 

 

ゴ ル フ 会 員 権 4百万円  

（内、貸倒引当金繰入額） （ 4百万円）

※３  減損損失  当社は、キャッシュ・フローを生み

出す最小単位として、主として物件別

にグルーピングしております。当事業

年度において、継続的な地価下落及び

賃貸不動産に係る賃料の下落等により

以下の４物件について減損損失を計上

しております。 

  

  なお、当該対象資産の回収可能価額

は、上記の遊休不動産及び自用不動産

に関しましては正味売却価額を採用

し、上記の賃貸不動産に関しましては

使用価値により測定しております。正

味売却価額は、不動産鑑定評価基準に

基づき評価しており、使用価値は、将

来キャッシュ・フローを８％で割り引

いて算定しております。 

 

 

 

   百万円
地域 用途 種類 減損損失 

栃木 遊休不動産 土地 189 

東京 自用不動産 土地及び建物 40 

山梨 自用不動産 土地及び建物 19 

神奈川 賃貸不動産 土地及び建物 261 

合計 510 
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（リース取引関係）  

前事業年度 
自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日 

当事業年度 
自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

  
 
 
 
 
 
 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

同    左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 28百万円  １年以内 15百万円 

１年超 22  １年超 7 

計 51  計 22 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。 

同    左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 30百万円  支払リース料 28百万円 

減価償却費相当額 30  減価償却費相当額 28 

④ 減価償却費相当額の算定方法  ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同    左 

 

   百万円

 工具器具備品 ソフトウェア 合  計 

取得価額相当額 51 90 142 

減価償却累計額相当額 39 79 119 

期末残高相当額 12 10 22 

 

   百万円

 工具器具備品 ソフトウェア 合  計 

取得価額相当額 51 90 142 

減価償却累計額相当額 28 61 90 

期末残高相当額 22 28 51 
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（税効果会計） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、次のとおりであります。 

  前事業年度 当事業年度 
  （平成15年９月30日現在） （平成16年９月30日現在） 

    
繰延税金資産（流動）   百万円   百万円  

 未払事業税否認   77   81  

 賞与引当金損金算入限度超過額  48   56  

 その他   9   9  

 計   135   147  

繰延税金資産（固定）        

 退職給付引当金超過額   142   161  

 関係会社株式評価損否認   632   488  

 役員退職慰労引当金繰入額   103   109  

 投資損失引当金繰入額   104   132  

 会員権評価損否認   30   9  

 減損損失   －   204  

 その他   23   19  

 計   1,036   1,124  

繰延税金資産合計   1,171   1,272  

       

繰延税金負債（固定）       

 その他有価証券評価差額   13   38  

 計   13   38  

繰延税金負債合計   13   38  

      

繰延税金資産の純額   1,158   1,233  
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（１株当たり情報）  

前事業年度 
自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日 

当事業年度 
自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日 

１株当たり純資産額 1,646円83銭 １株当たり純資産額 1,370円04銭 

１株当たり当期純利益金額 174円51銭 １株当たり当期純利益金額 114円77銭 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 173円77銭 潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 113円68銭 

    

  

当社は平成15年11月19日付けで所有株式１株につき

1.3株の株式分割を行いました。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定し

た場合の前事業年度の１株当たり情報については、

以下のとおりとなります。 

  １株当たり純資産額 1,226円79銭 

  １株当たり当期純利益金額 134円24銭 

  潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

133円67銭 

 

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで
あります。 

 
前事業年度 

自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日 

当事業年度 
自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日 

１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益（百万円） 2,225 2,130 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

 普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,225 2,130 

 期中平均株式数（株） 12,750,633 18,567,824 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益調整額（百万円） － － 

 普通株式増加数（株） 54,435 177,073 

  （うち新株予約権）（株） （54,435） （177,073） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額の算定に含めな
かった潜在株式の概要 

新株予約権（旧商法第280
条ノ19に基づく新株引受
権）を２回付与しておりま
すが、平成13年12月26日付
与の新株予約権に関して
は、プレミアムが生じてい
ないため調整に含めており
ません。 
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（重要な後発事象）  

前事業年度 
自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日 

当事業年度 
自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日 

平成15年６月23日開催の取締役会決議により、次の

ように株式分割による新株式を発行しております。 

１．平成15年11月19日付をもって普通株式１株につき

1.3株に分割致しました。 

(1) 分割により増加する株式数 

普通株式          4,278,993株   

(2) 分割方法 

平成15年９月30日最終の株主名簿及び実質株

主名簿に記載または記録された株主の所有株式

数を、1株につき1.3株の割合をもって分割致し

ました。 

２．配当起算日 

平成15年10月１日 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した

場合の前事業年度における１株当たり情報並び

に当期首に行われたと仮定した場合の当事業年

度における１株当たり情報は、それぞれ以下の

とおりとなります。 

 

平成16年10月19日開催の取締役会決議により、次の

ように2008年11月７日満期円貨建転換社債型新株予約

権付社債を発行し、平成16年11月５日にその払込を受

けております。 

１．社債の名称 

日神不動産株式会社2008年11月７日満期円貨建

転換社債型新株予約権付社債 

２．発行総額    50億円 

３．発行価額    社債額面金額の100％ 

（各社債額面金額100万円） 

４．発行価格  （募集価格） 

  社債額面金額の102.5％ 

５．償還期限    2008年11月７日 

６．利率        本社債に利息は付さない。 

７．本新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

（1）種類   当社普通株式 

（2）数     本新株予約権の行使により当社が当社普

通株式を新たに発行又はこれに代えて当社の有

する当社普通株式を移転（以下、当社普通株式

の発行又は移転を当社普通株式の「交付」とい

う。）する数は、行使請求に係る本社債の発行

価額の合計額を下記９(2)記載の転換価額で除し

た数とする。 

８．本新株予約権の総数    5,000個 

９．本新株予約権の行使に際して払い込むべき額 

（1）本社債の発行価額と同額とする。 

（2）新株予約権の行使により交付すべき当社普通株

式数を算出するための１株当たりの金額（転換

価額）は、当初1,100円とする。 

10．本新株予約権の行使期間 

2004年11月19日から2008年10月24日 

11．担保の内容 

無担保とする。 

12．資金の使途 

運転資金に充当する。 

 

   

 第28期 第29期 

１ 株 当 た り 
純 資 産 額 1,201円77銭 1,266円79銭 

１ 株 当 た り 
当期純利益金額 141円19銭 134円24銭 

潜在株式調整後
１ 株 当 た り 
当期純利益金額 

140円45銭 133円67銭 

 


